
１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における80才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

【現　　状】
  農地は、昭和５０年代前半で地区内のほぼ全ての農地が整備済みで、区画は整形田が多いが農振農用地の平均
区画面積が９．６ａと狭小であり農地集積に支障を来たしている。また、少子高齢化が進行する中、７０才以上の農家
が全農家２４３名の約半数の４７％を占め、１０年後には農家数が約１３０名程度に半減すると見込まれ、現在７０才以
上の農家で耕作されている農地約５０ｈａで、多くの農地が遊休化する可能性が否定できない状況にある。
　営農面では、ｺｼﾋｶﾘ・ｷﾇﾋｶﾘ(R5地区生産面積の約42%)を主体に、加工用米・特別栽培米・酒米等(R5地区生産面積
の約18%)を生産する水稲単作が中心である。その他、担い手経営体を中心に、麦・小豆の作付け(R5地区生産面積の
約10%)が盛んである。野菜類は自家用栽培が主体であるが、万願寺甘ﾄｳ・九条ﾈｷﾞ・ｷｭｳﾘ・大根・ｶﾎﾞﾁｬ・ﾄﾏﾄなど多
品目に生産しており、また、地域特産品として青大豆や栗の生産にも取り組んでいる。
　経営面では、農産物を出荷している農振農用地面積は54.9ha(46.4%)で、地区農振農用地面積の50％以下の状況で
ある。機構集積経営面積を除く農産物出荷面積は21.9ha(18.6%)で、自家用作物栽培面積18.0ha(15.3%)を3.9ha上回っ
ているが、自家用作物栽培面積の占める比率が高くなっており、２種兼業農家の農産物販売は減少傾向にある。
【課　　題】
　地域農業活性化協議会及び地域資源保全会により、農地利用集積・調整活動及び農用地保全活動を推進している
が、農地集積率は令和５年９月時点で３５．６％であり、今後は法認定農家・中核的農家だけでなく、多様な担い手を
含めた農地集積や再ほ場整備・簡易区画拡大等基盤整備を契機とする農地集積を推進し、１０年後には農地集積率
を５５％まで向上させ、併せて、現状分散している担い手経営体の集積農地の集約化を図り、遊休農地化を未然に防
止する必要がある。
　農地保全に当たっては、上述のとおり１０年後には農家数が約１３０名程度に半減すると見込まれることから、草刈、
水利施設・農道管理等と農地集積に一体的に取り組む、土地持ち非農家を含めた農地共同管理体制の構築が求め
られる。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 154.7

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 117.7

②　田の面積 136.5

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 18.2

27.6

77.2

18.8

0.3

（備考）④、⑤および（参考）は、アンケート回答から算出（アンケート無回答、アンケート未返信は含まない）
　　　　　※対象者307名、回答者数239名（回答率78％）　　総筆数2,264筆、回答数1,114筆（回答率49％）
注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における○才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

市町村名
(市町村コード)

福知山市

26201

地域名
（地域内農業集落名）

中六人部

（島田、野間仁田、下地、中地、後正寺、大内山田、笹場、田野、田野山田）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和６年９月３０日

更新年月日
（　　　　　）

目標年度 令和１５年度



（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

　１（２）現状で記載したとおり、１０年後の農家数半減に対処するため、中六人部地域農業活性化協議会及び中六人
部地域資源保全会により、農地利用集積・調整活動及び農用地保全活動に取り組み、今後は法認定農家・中核的農
家だけでなく、多様な担い手を含めた農地集積や再ほ場整備を契機とした農地集積・集団化を推進し、１０年後には
農地集積率を５５％まで向上させて地域農業の維持を図る。

　１０年後には農家数の半減が見込まれ、土地利用型農業の維持に向けては、法認定・中核的農家だけでなく集落営
農の組織化や新規就農者確保等による多様な担い手への農地集積及び集団化に取り組み、「水稲＋小麦＋小豆」
の２年３作周年栽培など農地利用率の向上により土地利用型農業収益の増を図る。
　また、野菜類の多品目生産や、地域特産品である青大豆・栗といった地域特性を活かし、年間約１万人の集客力の
ある廃校活用施設「６１０BASE」と連携して農産物を直売することで、小規模な二種兼業農家の農業生産維持・拡大
を図り地域農業の活性化を図る。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

【方　　針】
　地域農業の在り方の目標として、草刈・水路泥上げ等の農地保全・維持活動と農地集積に一体的に取り組む土地
持ち非農家を含めた農地共同管理体制の構築を進め、多様な担い手による農用地保全に取り組むとともに、遊休農
地の発生を未然に防止するため、粗放的作物利用農地管理や少人数共同農地維持管理作業体制を検討するととも
に、基盤整備（再ほ場整備・簡易区画拡大等）の実施を契機とする、「地域まるっと中間管理方式」の導入等地域共同
での農地管理を担う法人組織の設立を目指す。
【方針決定に当たっての経過】
　検討に当たっては、将来の農地保全のあるべき姿を把握するため、集落・地形・水利等を考慮して地域内を６ブロッ
クに分割し、ブロック毎に「農地保全検討会」を開催し、各エリア別に望ましい農地保全の検討を行った。
　検討会は、延べ１１回、１５７名（重複参加を除く実参加者８４名[全戸数２５５戸の３３％]）、地域内の様々な立場から
幅広く意見を徴するため女性９名、後継者世代２１名、土地持ち非農家７名の参加により、農用地の効率的かつ総合
的な利用に関する方針を検討し、別添のP.5～8「農用地保全の方針」に示すとおり、「将来も農地として守るべき区域
（２４区域）」と「将来農地として維持困難な区域（８区域）」にゾーニングし、守るべき２４区域、維持困難な８区域を農
地利用方針別に９体系（①～⑨）に区分し、地域計画の対象範囲を「守るべき区域２４区域」（体系①～⑦[1,429筆、
125.1ha]）として、上記の利用方針を定めた。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

現状の集積率 35.6 ％ 将来の目標とする集積率 55

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

①⇒鳥獣害対策交付金・多面的機能支払交付金を活用し、区域全周防護や既存獣害柵補強を行う。また、ICTを活
用した獣害対策について活用を検討。
③⇒担い手経営体の作業効率向上による経営力強化を図るため、強い農業づくり交付金事業等の事業制度を活用し
たスマート農業機械の導入を検討。
⑤⇒山際等条件不利地域の農地保全に向け、栗・樒・榊等による組織的な粗放的利用の検討・実証に取り組む。
⑥⑦⇒農村ＲＭＯ事業制度を活用し、粗放的作物（牧草,ﾍｱﾘｰﾍﾞｯﾁ,ﾚﾝｹﾞ[蜜源作物],ｸﾛｰﾊﾞｰ,彼岸花,山ブキ,栗等）利
用による農地保全管理手法、少人数でのラジコン草刈機共同作業体制構築等の検討・実証に取り組む。
⑧⇒利用時の自由度が高い地域独自運営ライスセンターの設置検討。

【選択した上記の取組内容】

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

　中六人部地域農業活性化協議会が中心となり、「地域まるっと中間管理方式」の導入等地域共同での農地管理を
担う法人組織の設立に向け、令和６年度に地域意向の確認調査に取り組み、地域全体を包括した農地集積・集団化
を推進する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

　農地中間管理機構の活用に当たっては、地域共同での農地管理を担う法人組織の設立に向け、令和６年度に地域
意向の確認調査に取り組み、２～３年後を目標に地域全体の農地情報を集約し、農地中間管理事業手続きの窓口を
１本化することにより効率的かつ適時での利用権設定を推進する。

（３）基盤整備事業への取組

　中六人部地区の農地は、ほ場整備済みで区画は整形田が多いものの、平均区画面積が９．６ａと極めて狭小のた
め、担い手経営体の規模拡大・農地集積に支障を来たしている。また、昭和５０年代に河川改修等により設置された
各井堰等主要取水施設の老朽化が進行し、特に宮井堰では河川から取水後にポンプアップして送水しており、耕作
者が減少する中、維持管理費が農家の大きな負担になっており新しい水利システムの構築が必要である。獣害対策
に関しては、鳥獣害対策交付金・多面的機能支払交付金を活用して一定の整備は進んだが、全周防護が不十分な区
域や老朽化等により補修が必要な箇所が存在している。このような状況を打開して、農地保全・農地集積を進めてい
くためには、再ほ場整備・簡易区画拡大、獣害柵整備・補強といった基盤整備が必要であり、令和６年度に事業実施
に向けて、実施優先順位や地元負担金対応の可能性等地域意向の確認に取り組む。
　また、将来的に多様な担い手への農地集積を進めるための農業施設として、有利販売に繋がる高品質な米を乾燥・
調整・出荷する必要があり、利用時の自由度が高い地域独自運営ライスセンターが必要であり、令和６年度に事業実
施に向けた地域意向の確認に取り組む。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

　基盤整備により耕作条件の改善を図り、地域内の中核的農家・後継者世代の経営規模拡大や他地域の担い手経
営体の誘致を図るとともに、地域おこし協力隊制度や農林水産業ジョブカフェ・農業次世代人材投資資金等の新規就
農支援制度を積極的に活用して新規就農者の確保に努める。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

　現状の平均面積９．６ａ区画では、農業支援サービス事業者の受託規模の拡大は困難な状況であり、今後、再ほ場
整備・簡易区画拡大により水田耕作条件の改善を図り、農作業委託の拡大が可能となるように取り組む。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ③スマート農業 ④畑地化・輸出等 ⑤果樹等

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等 ⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他



４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）
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５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

1 B 基幹３作業・特定農作業受託 水稲
2 (仮)地域運営一般社団法人 特定農作業受託・草刈り 水稲

計 219経営体 110.4 0.9 125.1 7

別紙１のとおり

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和15 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図
上の表示

備考



６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意な
く、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当たって
は、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に対し、そ
の利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供する
場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）



【別紙１】４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

15

1 ha ha ha ha Ａ
2 ha ha ha ha B
3 ha ha ha ha C
4 ha ha ha ha D
5 ha ha ha ha E
6 ha ha ha ha F
7 ha ha ha ha G
8 ha ha ha ha H
9 ha ha ha ha I

10 ha ha ha ha J
11 ha ha ha ha K
12 ha ha ha ha L
13 ha ha ha ha M
14 ha ha ha ha N
15 ha ha ha ha O
16 ha ha ha ha P
17 ha ha ha ha Q
18 ha ha ha ha R
19 ha ha ha ha S
20 ha ha ha ha T
21 ha ha ha ha U
22 ha ha ha ha V
23 ha ha ha ha W
24 ha ha ha ha X
25 ha ha ha ha Y
26 ha ha ha ha Z
27 ha ha ha ha AA
28 ha ha ha ha BB
29 ha ha ha ha CC
30 ha ha ha ha DD
31 ha ha ha ha EE
32 ha ha ha ha FF
33 ha ha ha ha GG
34 ha ha ha ha HH
35 ha ha ha ha I Ｉ
36 ha ha ha ha JJ
37 ha ha ha ha その他利用者 その他経営体183戸 45.4 - 50.5 -

利用者 GG 水稲、小豆、野菜 0.6 - 水稲、小豆、野菜 0.6 -
利用者 HH 水稲 0.6 - 水稲 0.6 -
利用者 I I 水稲、野菜 0.6 - 水稲、野菜 0.6 -
利用者 JJ 水稲 0.4 - 水稲 0.9 -

利用者 CC 水稲、野菜 0.8 - 水稲、野菜 0.8 -
利用者 DD 水稲、野菜 0.8 - 水稲、野菜 0.8 -
利用者 EE 水稲、野菜 0.8 - 水稲、野菜 0.8 -
利用者 FF 水稲 0.7 - 水稲 0.7 -

利用者 Y 水稲、野菜 0.9 - 水稲、野菜 0.9 -
利用者 Z 水稲 0.9 - 水稲 0.9 -
利用者 AA 水稲、野菜 0.9 - 水稲、野菜 0.9 -
利用者 BB 水稲 0.8 - 水稲 0.8 -

利用者 U 水稲、野菜 0.9 - 水稲、野菜 0.9 -
利用者 V 水稲、野菜 0.9 - 水稲、野菜 0.9 -
利用者 W 水稲 0.9 - 水稲 0.9 -
利用者 X 水稲、小麦 0.9 - 水稲、小麦 0.9 -

利用者 Q 水稲、小豆、黒大豆 1.1 - 水稲、小豆、黒大豆 1.1 -
利用者 R 水稲 1 - 水稲 1.1 -
利用者 S 水稲、小麦、小豆 1 - 水稲、小麦、小豆 1 -
利用者 T 水稲、野菜 0.9 - 水稲、野菜 0.9 -

利用者 M 水稲、黒大豆 1.4 - 水稲、黒大豆 1.4 -
利用者 N 水稲、野菜 1.4 - 水稲、野菜 1.4 -
利用者 O 水稲 1.3 - 水稲 1.3 -
利用者 P 水稲、小麦、小豆 1.3 - 水稲、小麦、小豆 1.3 -

利用者 I 水稲、野菜 1.9 - 水稲、野菜 1.9 -
利用者 J 水稲 1.8 - 水稲 1.8 -
利用者 K 水稲 1.6 - 水稲 1.6 -
利用者 L 水稲 1.5 - 水稲 1.5 -

利用者 E 水稲、小豆、野菜 5.4 - 水稲、小豆、野菜 5.4 -
利用者 F 水稲、野菜 2.6 - 水稲、野菜 2.6 -
利用者 G 水稲、小麦 2.4 - 水稲、小麦 2.4 -
利用者 H 水稲、小麦 2 - 水稲、小麦 2 -

15.5 -
認農 B 水稲、麦 8.5 0.9 水稲、麦、飼料作物（青刈りとうもろこし） 16.3 7
認農 C イチゴ 0.4 - イチゴ、麦 0.6 -

利用者 D 野菜 0.6 - 野菜 0.6 -

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等 経営面積

作業受託
面積

目標地図上
の表示

備考

認農 A 水稲、野菜、小豆 14.5 - 水稲、野菜、小豆



【農用地保全の方針】 NO.1

Ａ ①～⑦ 24区域 （⇐目標地図対象範囲）

Ｂ ⑧、⑨ 8区域

体系
区分

面積
(ha)

① 74.1

② 8.5

③ 18.7

④ 1.2

⑤ 11.8

⑥ 7.3

⑦ 3.5

小計 125.1

⑧ 2.9

⑨ 7.7

小計 10.6

その他 19.0

合計 154.7

体系
区分

内　　　容

島
田

2 Ｂ ⑧
市街化調整区域（一部農振農用地から
除外）から除外し、多用途（ドッグラ
ンカフェ構想）に活用

3 Ａ ①

基盤整備（再ほ場整備・簡易区画拡大
等）に取り組み中核的農家（担い手＋
多様な経営体）に農地を集積、地域全
体での維持管理体制（地域まるっと中
間管理方式等）の構築

4 Ａ ⑥ 粗放的利用を組織化し農地保全

5 Ｂ ⑨
農振農用地区域から除外し多用途（保
育園駐車場）に活用

6 Ａ

7 Ａ

8 Ｂ ⑨
農振農用地区域から除外し多用途に活
用

奥谷13筆(272-1～279)

下
地
・
中
地

下地・中地区域農振農
用地

大内川右岸5筆(新開
1900-1～1904-1,通り
1709-1)、市道南側11筆
(樋巻3081-1～86-1)、
奥谷13筆(272-1～279)

通り3188-6

農道・水路を改
修し、法人ｏｒ
担い手へ

粗放的利用（市民農園、果樹（栗等）、景観　作物、放牧等）を組織化し農地保全

集落環境の保全に向け、地域で保全活動を組織化し、集落内・集落隣接農地を保全

市街化調整区域（一部農振農用地から除外）から除外し、多用途（ドッグランカフェ構
想）に活用

再ほ場整備で大
区画化、地域ま
るっと中間管理
方式で農地管理

基盤整備（再ほ場整備・簡易区画拡
大、獣害柵等）に取り組み中核的農家
（担い手＋多様な経営体）に農地を集
積、地域全体での維持管理体制（地域
まるっと中間管理方式、新水利体系
等）の構築

宮

1

野
間
仁
田

Ａ ①

粗放的利用を組
織化し農地保全

区
域

集
落
等

下
地

中
地

保全
区分

基盤整備（再ほ場整備・簡易区画拡大等）に取り組み中核的農家（担い手＋多様な経営
体）に農地を集積、地域全体での維持管理体制（地域まるっと中間管理方式等）を構築

基盤整備（再ほ場整備・簡易区画拡大等）に取り組み、地域営農組織を設立して耕作困
難地をカバーし、地域全体で維持管理する体制（地域まるっと中間管理方式等）を構築

地域営農組織を設立して耕作困難地をカバーし、地域全体で維持管理する体制（地域ま
るっと中間管理方式等）を構築
特定作目生産法人による農地維持
基盤整備（再ほ場整備・簡易区画拡大等）に取り組み畑地化し、地域外担い手に農地を
集積し、地域全体での維持管理協力体制（地域まるっと中間管理方式等）を構築

農振農用地区域から除外し、多用途（保育園　駐車場、ソーラーパネル、椎茸原木栽培
等）に活用及び若手狩猟者育成射撃場を検討

農用地保全の方針

10年先に農振農
用地から除外

大内川右岸(下地農区
内）

大内川左岸(中地農区
内）

①

法人・担い手との
共存で、5年先まで
現状で取り組む

農振農用地から
除外

宮区域農振農用地

島田集落内白地

将来も農地として守るべき範囲

将来的に農地として維持困難な範囲

区　　域

内　　　　　　　　　　容筆数

695

118

264

10

139

119

84

85

152

基盤整備（再ほ場整備・簡易区画拡大
等）に取り組み中核的農家（担い手＋
多様な経営体）に農地を集積、地域全
体での維持管理体制（地域まるっと中
間管理方式、新水利体系等）の構築

未来に向けた再
ほ場整備

明るい５年先へ
の展望

1,429

237

2,262

596

タイトル
保全
区分

番
号

P.7



NO.2

体系
区分

内　　　容

9 Ａ ①

基盤整備（再ほ場整備・簡易区画拡大
等）に取り組み中核的農家（担い手＋
多様な経営体）に農地を集積、地域全
体での維持管理体制（地域まるっと中
間管理方式等）を構築

10 Ａ ⑦
地域で保全活動を組織化し農地を保全
管理

11 Ａ ①

基盤整備（再ほ場整備・簡易区画拡大
等）に取り組み中核的農家（担い手＋
多様な経営体）に農地を集積、地域全
体での維持管理体制（地域まるっと中
間管理方式等）を構築

12 Ａ ⑥
粗放的利用(市民農園活用)を組織化し
農地保全

13 Ａ ⑥ 粗放的利用(果樹)を組織化し農地保全

14 Ａ ⑥
粗放的利用(景観作物)を組織化し農地
保全

15 Ａ ⑥ 放牧地 粗放的利用(放牧)を組織化し農地保全

10 Ａ ⑦
地域で保全活動を組織化し農地を保全
管理

16 Ｂ ⑨ 射撃場
農振農用地区域から除外し多用途（若
手狩猟者育成射撃場）に活用を検討

17 Ａ ①

基盤整備（再ほ場整備・簡易区画拡大
等）に取り組み、中核的農家（担い手
＋多様な経営体）に農地を集積し、地
域全体で維持管理する体制（地域ま
るっと中間管理方式等）を構築

18 Ｂ ⑨
農振農用地区域から除外し多用途に活
用

19 Ａ ①

基盤整備（再ほ場整備・簡易区画拡大
等）に取り組み、中核的農家（担い手
＋多様な経営体）に農地を集積し、地
域全体で維持管理する体制（地域ま
るっと中間管理方式等）を構築

20 Ｂ ⑨
農振農用地区域から除外し多用途に活
用

21 Ｂ ⑨
農振白地農地を多用途に活用（ソー
ラーパネル設置）

22 Ａ ①

基盤整備（再ほ場整備・簡易区画拡大
等）に取り組み、中核的農家（担い手
＋多様な経営体）に農地を集積し、地
域全体で維持管理する体制（地域ま
るっと中間管理方式等）を構築

23 Ａ ②

基盤整備(再ほ場整備・簡易区画拡大
等)に取り組み、地域営農組織を設立
して耕作困難地をｶﾊﾞｰし、地域全体で
維持管理する体制(地域まるっと中間
管理方式等)を構築

24 Ａ ⑥
粗放的利用（果樹（栗））を組織化し
農地保全

25 Ａ ⑦
地域で保全活動を組織化し、集落内白
地農地の環境維持

田
野
山
田

26 Ａ ③
地域営農組織を設立して耕作困難地を
ｶﾊﾞｰし、地域全体で維持管理する体制
(地域まるっと中間管理方式等)を構築

後
正
寺
・
大
内
山
田

笹
場

大内川右岸(遊舟
3389,3392-2～3402-1)

大内川沿い主要農地

大内川右岸(岼田3312-
2,3315-2～3307-3、後
正寺724～755)

番
号

保全
区分

笹場主要農地

ネキ2066～2069、川原
2014～2015-1、坪ノ岩
2016-1
上記6筆+集落内白地農
地

大内川左岸(宮ノ下
3471-2～宮ノ下3454-2)

遊舟946～3372-1,3368

笹
場
1
班

笹
場
2
班

後
正
寺

大
内
山
田

大内川右岸(長谷1024-
1,1024-2～宮ノ奥3409-
1,3410)
大内川右岸(岼田
3316,3317,3318-1)

大内山田最奥部(宮ノ奥
3430～3435-2)

笹場主要農地

ネキ2066～2069、川原
2014～2015-1、坪ノ岩
2016-1

大内川沿い主要農地(三
反田3329～3335-1～四
十八3472-1,3482,宮ノ
下3481)

口
田
野
・
田
野
山
田

口
田
野

集落介在農振白地農地

農区内全域

府道北側、田野川右岸
（平野地区）

果樹を中心に組織化

口田野主要農地（田野
川両岸）、大河バタ・
クゴﾉ下白地区域

農用地保全の方針
区　　域

区
域

集
落
等

果樹を中心に営農
組織化(山際周辺)

耕作者、地権者
が保全管理

耕作維持

ソーラーパネル
設置

ほ場整備で大区
画化、担い手に
集積

タイトル

レンタル農地

果樹園

花畑

耕作者、地権者
が保全管理

区画のまとめ

地域まるっと中
間管理方式で農
地を守る

再ほ場整備で営
農組織化、重要
農地

農振農用地見直
し

将来中六地域ま
るっと中間管理
方式で管理

農振農用地見直
し

地域で保全活動組
織化（住宅周辺）

地域の手で地域
を守る‼

P.8



NO.3

体系
区分

内　　　容

27 Ａ ④ 特定作目生産法人による農地維持

28 Ａ

29 Ａ

30 Ａ ⑥
粗放的利用（果樹（栗））を組織化し
農地保全

31 Ａ ⑤

基盤整備（再ほ場整備・簡易区画拡大
等）に取り組み、地域外担い手に農地
を集積し畑地化し、地域全体での維持
管理協力体制（地域まるっと中間管理
方式等）を構築

32 Ｂ ⑨
農振農用地区域から除外し多用途（椎
茸原木栽培）に活用

十
郎
野
・
城
ノ
段

1
班

区
域

集
落
等

区　　域

十郎野（1264～1268)

十郎野（1278-1､1295～
1294,1314,1330)
十郎野
（1336,1357,1375,1332
～1389,1404)

基盤整備（再ほ場整備・簡易区画拡大
等）に取り組み畑地化し、地域外担い
手に農地を集積し、地域全体での維持
管理協力体制（地域まるっと中間管理
方式等）を構築

2
班

⑤

番
号

保全
区分

城ノ段（395,381～391)

城ノ段（406-3～414)

十郎野最北部（1422～
1390,1405)

区画拡大による
農地維持

農振農用地の白
地化

農地維持に努め
る

丹波栗果樹園

タイトル

農用地保全の方針

P.9



①未来に向けた再ほ場整備

で明るい5年先への展望

⑧明るい5年先への展望

（調整区域から除外）

①農道・水路を改修し

法人ｏｒ担い手へ

①再ほ場整備で大区画化、

まるっと方式で農地管理

①ほ場整備で大区画

化、担い手に集積

①現状耕作を維持

①現状耕作

を維持

⑥粗放的利用

(果樹園)

⑥粗放的利用

(花畑)

⑨農振農用地除外

多用途活用(射撃場)

を検討

⑥粗放的利用

(放牧地)

①現状耕作

を維持

⑨農振農用地除外多用途

活用(ソーラーパネル等)

③地域で耕作困難地をカバー、

地域全体で維持管理（地域の

手で地域を守る‼）

④特定作目生産法人

による農地維持

P.10


